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 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震により、東北地方および関東地方の広い

地域で液状化が発生した。関東地方の液状化した箇所及びその周辺の液状化しなかった箇所の

既往のボーリング調査結果を用い、液状化判定を実施した。その結果、本地震のような継続時

間が無く、多くの強い余震が発生した本地震において、概ね安全側の結果を与えることが明ら

かとなった。併せて、細粒分含有率や造成年代、地震動継続時間(千葉県東方沖地震との比較)

に着目した整理も行った。 
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1. まえがき 

 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震により、東北地方および関東地方の広い地域

で液状化が発生し、各種構造物に甚大な被害が生じた。この地震の地震動および液状化現象につ

いて特徴的なことは以下のとおりである。 

 

・広い範囲で強い揺れが観測されただけでなく、地震動継続時間が従来の地震に比べ長いこと

や、強い余震が繰返し発生した。 

・東京湾の北部の埋立地や利根川下流部において液状化による噴砂・噴水が面的に生じた地域

もあった。液状化が確認された箇所は比較的新しい埋立地や旧河道等の若い地盤に集中していた。 

・埋立地等においては、シルトを主体とする噴砂が多数確認された。 

 

液状化判定法は、道路橋や河川堤防などの各種土木構造物の耐震性能の評価及び液状化危険度

マップの作成などにおいて、最も基本的かつ重要な技術であり、道路構造物，河川構造物等の設

計においては，平成 14 年の道路橋示方書に規定されている方法が適用されているのが現状である。

この液状化判定法は、本地震のような長い継続時間や余震を想定したものではないことから、見

逃し、すなわち、実際には液状化したものの液状化判定上液状化しない、があったのではないか

等の懸念があり、土木研究所では、東北地方太平洋地震の直後に液状化判定法の検証を行った。 

その結果は、関係学会と連携しつつ、国土交通省の各部局、関係研究機関が設置した「液状化

対策技術検討会議（以下、検討会議）」に報告し、検討会議において液状化判定法の今後の課題な

どについても議論・とりまとめがなされた 1)。 

本資料は、検討会議のとりまとめの後に新たにボーリングデータを追加し、再整理を行った結

果をとりまとめたものである。その結果、検討会議においてとりまとめられた結論と異なってい

る部分がある。 

なお、本資料でいう現在の液状化判定法とは、特に断らない限り、平成 14 年および平成 24 年

の道路橋示方書 2)3)に規定されている液状化判定法のことを指す。検討会議では、平成 14 年の道

路橋示方書における液状化判定法を見直すことの必要性が低いと結論付けられたことを踏まえ、

平成 24 年に改定された道路橋示方書においても、従来の液状化判定法が踏襲されることとなった

ため、両者における液状化判定の方法に本質的な違いはない。 
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2. 液状化判定法 

 

本研究では、現在の液状化判定法を対象に検証を行った。本研究における液状化判定の方法は

次のとおりである。 

液状化判定の対象とする土層は、次の 3 条件全てに該当する沖積層とした。 

1) 地下水位が地表面から 10m 以内にあり、かつ、地表面から 20m 以内の深さに存在する飽和土

層 

2) 細粒分含有率 FC が 35%以下の土層、又は、FC が 35%を超えても塑性指数 Ip が 15 以下の土

層 

3) 50%粒径 D50 が 10mm 以下で、かつ、10%粒径 D10 が 1mm 以下である土層 

 

液状化判定の対象とする土層で、次式により算出される液状化に対する抵抗率 FL が 1.0 以下の

土層については、液状化が生じる土層と判定した。 

FL=R/L  ······································································································· (2.1) 

R=cWRL  ······································································································ (2.2) 

L=rdkhg v/ 'v  ······························································································································ (2.3) 

rd=1.0 0.015x  ····························································································································· (2.4) 

v= t1hw+ t2(x hw)  ····················································································································· (2.5) 

'v= t1hw+ 't2(x hw)  ···················································································································· (2.6) 

cW = 1.0  ······································································································································· (2.7) 

 ここに、 

  R ： 動的せん断強度比 

  L ： 地震時せん断応力比 

  cW ： 地震動特性による補正係数 

  RL ： 繰返し三軸強度比 

  rd ： 地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 

  khg ： 地盤面における水平震度 

  v ： 全上載圧(kN/m2) 

  'v ： 有効上載圧(kN/m2) 

  x ： 地表面からの深さ(m) 

  t1 ： 地下水位以浅の土の単位体積重量(kN/m3) 

  t2 ： 地下水位以深の土の単位体積重量(kN/m3) 

  't2 ： 地下水位以深の土の有効単位体積重量(kN/m3) 

  hw ： 地下水位の深さ(m) 
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東北地方太平洋沖地震による地震動は、継続時間の長さが大きな特徴であったが、現在の液状

化判定法を検証する目的から、地震動特性による補正係数 cW としては、プレート境界で発生し

た既往の地震による地震動に対して設定された値 (1.0) を用いることとした。 

地盤面における水平震度としては、液状化判定の対象地点近傍における地表面最大加速度を重

力加速度で除した値を用いた。本研究において対象とした地震は 2011 年東北地方太平洋沖地震と

1987年千葉県東方沖地震の2地震であるが、国土技術政策総合研究所はこれらの2地震について、

国土交通省、気象庁、防災科学研究所の強震観測記録を単純型 KRIGING 法（RASMO と同様）に

より補間した地震動分布（図-2.1）を算出している 4), 5)。判定対象地点における地表面最大加速

度は、この地震動分布から設定した。 

繰返し三軸強度比 RL は式(2.8)により算出した。 

)14()14(106.17.10882.0

)14(7.10882.0
546

aaa

aa
L

NNN

NN
R   ····························· (2.8) 

 ここで、 

 ＜砂質土の場合＞ 

Na=c1N1+c2  ·································································································· (2.9) 

N1=170N/( 'v+70)  ························································································ (2.10) 

)%60(120

%)60%10(50)40(

%)10%0(1

1

FCFC

FCFC

FC

c   ····························································· (2.11) 

)%10(18)10(

%)10%0(0
2

FCFC

FC
c   ······························································· (2.12) 

 ＜礫質土の場合＞ 

Na = {1   0.36 log10(D50 / 2)} N1  ······································································ (2.13) 

 ここに、 

  RL ： 繰返し三軸強度比 

  N ： 標準貫入試験から得られるＮ値 

  N1 ： 有効上載圧 100kN/m2 相当に換算したＮ値 

  Na ： 粒度の影響を考慮した補正Ｎ値 

  c1、c2 ： 細粒分含有率によるＮ値の補正係数 

  FC ： 細粒分含有率(％)（粒径 75 m 以下の土粒子の通過質量百分率） 

  D50 ： 50%粒径(mm) 

 

 物理試験（粒度、密度）データがない場合には、表- 2.1 に示す土質分類と単位重量、50%粒径、

細粒分含有率の概略値を用いることとした。 

 さらに、河川堤防で実施されたボーリング試験結果を使う場合には、できるだけのり尻付近の

調査結果を使うようにしたが、中には天端等から実施したボーリング結果を使わざるを得ない場

合があった。このような場合には、液状化が確認された水平地盤の標高と孔口標高に差があるた
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め、換算 N 値を算出する時の上載圧は孔口からの土層構成を基に算出し、地震時せん断応力比を

算出するための上載圧は水平地盤より上の土層が存在しないものとして算出した。 

 

 

図-2.1 地表面最大加速度分布（2011 年東北地方太平洋沖地震）4), 5) 

 

表- 2.1 土質分類と単位重量、50%粒径、細粒分含有率の概略値 6) 

土 質 分 類

地下水位面下
の単位重量

t2(kN /m3)

地下水位面上
の単位重量

t1(kN /m3)

50%粒径

D 50 (mm)
細粒分含有率

FC  (％)

表 土 17.0 15.0        0.02            80

シ ル ト 17.5 15.5        0.025            75

砂 質 シ ルト 18.0 16.0        0.04            65

シルト質細砂 18.0 16.0        0.07            50

微 細 砂 18.5 16.5        0.1            40

細 砂 19.5 17.5        0.15            30

中 砂 20.0 18.0        0.35            10

粗 砂 20.0 18.0        0.6              0

砂 れ き 21.0 19.0        2.0              0  
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3. 液状化判定実施箇所 

 

液状化の発生は、東北地方から関東地方にかけて広い地域に分布するが、東北地方においては

津波によって痕跡が洗い流された箇所が多いと考えられること等から、関東地方を対象として液

状化判定を行った。 

以下の a)及び b)の箇所のうち、液状化判定を実施する上で不可欠なボーリングデータについて

は、c)の条件を課した結果、表- 3.1 及び図- 3.1の 196 箇所を選定した。 

a）代表的な液状化発生箇所 

・関東地方整備局・地盤工学会が実施した液状化に係る調査結果（以下、関東地方液状

化調査）7)から液状化が発生したことが確認できる箇所 

・直轄河川堤防（利根川、小貝川、霞ヶ浦、那珂川、久慈川）の大規模被災箇所 8) 

b）代表的な非液状化箇所 

・関東地方液状化調査から液状化が発生したことが確認できる箇所周辺において、液状

化の発生が確認できなかった箇所 

・地震動や地盤の強度と液状化の発生状況の関係を調べるために、地震動や地盤の強度

に関して幅広い条件の箇所（たとえば、地震動の小さな神奈川県内や千葉県南部から

地震動の大きな関東北部までの箇所、利根川や荒川などにおいて地盤強度の低い下流

から地盤強度の高い上流までの箇所。また、1987 年千葉県東方沖地震において液状化

の発生が確認されているが、本地震では確認されなかった箇所） 

 

表- 3.1  地域毎の液状化判定箇所数と液状化の有無、地表面最大加速度 

 

液状化判定実施箇所数 
地表面最大加速度 

（平均値）  
液状化 

あり 

近傍で 

液状化 

液状化 

なし 

東京湾北部 111 27 9 75 150 - 512 gal (203 gal) 

利根川下流 23 17 1 5 197 - 453 gal (310 gal) 

那珂川・久慈川 5 5 0 0 629 - 799 gal (723 gal) 

小貝川・鬼怒川 8 5 0 3 318 - 373 gal (345 gal) 

内陸 9 0 0 9 164 - 254 gal (202 gal) 

神奈川・東京南部 17 0 0 17 73 - 169 gal (127 gal) 

千葉県南部 14 0 0 14 56 - 170 gal (145 gal) 

九十九里 9 1 0 8 100 - 190 gal (154 gal) 

合計 196 54 10 132 56 - 799 gal (221 gal) 

 



6 
 

c）ボーリングデータ 

【対象】 

①Kunijiban9)に登録されている関東地方整備局が実施したデータ及び関東地方整備

局から別途提供頂いたデータ 

②東京都土木技術支援人材育成センターが管理する東京の地盤（Web 版）10)及び同

センターより別途提供頂いたデータ 

③千葉県が管理する千葉県地質環境インフォメーションバンク 11)及び千葉県より

別途提供頂いたデータ 

 

【条件】 

  ①孔内水位が計測されているもの 

  ②液状化判定の対象となる砂層が存在するもの 

  ③十分な数の標準貫入試験が実施されているもの 

  ④十分な長さの掘進長があるもの 

  ⑤表層の埋土層が複雑でないもの（ゴミなどが確認されないもの） 

     ※1 本のボーリング結果から、孔内水位や十分な長さの掘進長があるか不明な場合で

も、周辺のボーリング結果から確認できる場合には、条件を満足するものとして扱

った。 

 

各液状化判定実施箇所の東北地方太平洋沖地震における液状化の有無については、関東地方液

状化調査 7)や河川堤防の被災状況 8)に基づいて判定した。関東地方液状化調査においては、液状化

による噴砂や噴水の痕跡を基本に液状化した範囲や液状化しなかった範囲を判別している。実際

の現象を考えると、噴砂や噴水に至らず地中だけで完結するものも存在することから、噴砂や噴

水の痕跡が確認できなかった範囲にも液状化が生じている可能性があることに留意しなければな

らない。ただし、地中で完結し、構造物の被災や社会活動に影響しなかった液状化の発生までを

工学的に液状化と評価する必要があるかどうかは議論の余地がある。また、ボーリング位置で液

状化の発生は確認できないものの近傍（せいぜい数百 m 以内）で液状化の発生が確認できる場合

には、「近傍で液状化」とし、「液状化あり」や「液状化なし」と分けて区分した。 

 また、表- 3.1 に、地域毎、液状化の有無毎の液状化判定実施箇所数と東北地方太平洋沖地震

における地表面の最大加速度の範囲と平均値を示した。液状化が面的に生じた東京湾北部は

200gal 程度、利根川下流においては 300gal 程度であった。 

 さらに、液状化判定実施箇所の分布を図- 3.1と図-3.2に示す。 
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4. 液状化判定結果 

 

上述の方法による液状化判定の結果を表-4.1に示す。ここでは、現行の液状化判定法を検証す

ることを目的としているため、道路橋示方書の方法に準じ、深度 20m 以浅の最小 FLが 1 以下か 1

を上回っているかに着目した。また、これらの位置については、図- 3.1と図-3.2に示した。 

 

表-4.1 液状化判定結果と液状化の有無 

 最小 FL ≦ 1 最小 FL > 1 計 

液状化あり 55 0 55

近傍で液状化 9 1 10

液状化なし 97 34 131

計 161 35 196

 

実際の液状化の有無と液状化判定の結果が一致したのは、近傍で液状化した箇所を除くと、186

箇所中 89 箇所の約 48％であった。一致しなかった箇所 97 箇所は、全て液状化が確認されなかっ

たが最小 FLが 1 以下となった箇所であり、液状化が確認されたが最小 FLが 1 を超えた箇所は無

かった。これより、液状化判定方法は、東北地方太平洋沖地震のように継続時間の長い地震に対

しても、安全側の評価となることが確認できた。 

 一致しなかった箇所 97 箇所には、液状化が地盤の内部では起きていたものの、表面で確認でき

る噴砂・噴水や被害に至らなかった箇所も含まれている可能性があるため、現象としてはもう少

し高い精度で捉えることが出来ている可能性がある。 

 近傍で液状化が確認された 10 箇所の中に 1 箇所、最小 FLが 1 を上回った箇所があり、その位

置を図-4.1 に示す。当該箇所の位置する九十九里に面した地域（千葉県旭市、旧飯岡町）では、

砂鉄を採取するために掘削し埋め戻した箇所が多く存在する 12)。このような箇所において液状化

被害が度々発生している 13)。飯岡町史によると当該箇所近傍で砂鉄を採取していたようである。

ボーリング調査位置が少しずれ、人為的な改変が行われていない箇所であったとすれば、液状化

の有無と液状化判定結果が一致しなくてもおかしくはない。 
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にもかかわらず PLが 15 より大きくなる箇所も存在した。実際には液状化しなかったにもかかわ

らず、大きな PL値となる箇所の中には、古い埋立地や自然地盤において、標準貫入試験等に造成

年代の効果が現れず、大きな PL値となった箇所も多いと考えられる。ここでは、実際に液状化し

た箇所でも PLが 5 以下となった箇所について浦安市の埋立地の事例を使って考察を加える。 

浦安市の埋立地のうち、液状化した箇所の PL値の分布を図-5.2に示す。この中で特に PL値の

小さな CH305 と CH308 の柱状図を図-5.3に示す。 

この 2箇所においては細砂からなる埋土層と堆積層が厚く分布しており、N 値も 10 以下がほと

んどであまり大きくはない。粒度分布が不明であることから、表- 2.1 に示す値を用いた。これに

より細粒分に応じた補正が掛かっていることが、小さな PL 値となった要因の一つと考えられる。

液状化層の平均液状化強度比は、仮に細粒分含有率が 0%であるとすると、CH305 においては 0.266

から 0.237 に、CH308 においては 0.265 から 0.196 に変化する。このように、液状化強度に及ぼす

細粒分の影響は大きいため、より精度良く細粒分の影響を評価できる方法を検討することも重要

である。 

また、液状化判定の実施に当たっては、計測された孔内水位の 2.0m または 2.8m を用いて PL

値の算出を行ったが、ボーリング調査の記事に「0.50m～1.1m 暗青色の細砂」という記述も見ら

れることから、平常時はより高い位置に地下水位が存在していた可能性が考えられる。 

この 2 つの条件（地下水位については 2 箇所とも深度 0.5m）を変えると、PL値は CH305 にお

いては 1.2 から 14.9 へ、CH308 においては 2.6 から 7.6 へと増加する。特に地下水位の影響は大き

い。 

 

 

図-5.2 浦安市の埋立地における PLの分布 

（カッコ内の数値が PL値、背景の基図は Google Earth より） 
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6. 液状化の有無と地盤強度（標準貫入試験結果） 

 

液状化の有無と地盤の強度の影響について検討するために、換算 N 値 N1と地震時せん断応力比

L との関係図を作成した。関係図の作成にあたっては、松尾の研究 14)を参考に、10m 以浅の液状

化判定対象層の中から 2 番目に小さい FLとなる深度を抽出した。実挙動と地盤強度（標準貫入試

験結果）との相関関係を分析するためには、実際に液状化したと考えられる深度をできるだけ抽

出することが必要となることから、FLの検討 (4 章) と異なる方法を採用したものである。液状化

の有無を噴砂・噴水の痕跡の有無に基づき判定しており、液状化したとされる箇所においては、

比較的浅い砂層で液状化が発生していると考えられる。また、液状化する層がごく限られる場合

には噴砂・噴水に至らないと考えられる。以上のことから、ここで、深度 10m までの中で 2 番目

に小さい値をその液状化判定箇所の代表値として採用した。その結果、液状化した箇所 55 箇所中

2 箇所で代表深度の FLの値が 1 を超えた。 

検討結果を図-6.1 に示す。太い曲線は、道路橋示方書に示されている液状化強度推定式（細粒

分含有率 FC が 0～10%のときの換算 N 値と液状化強度比 RLの関係）であり、この曲線の上側で

は液状化すると判定され、これより下側では液状化しないと判定されることになる。液状化強度

推定式は、要素試験結果は元より、過去の液状化した箇所、液状化しなかった箇所で同様の整理

を行い、液状化した箇所と液状化しなかった箇所の境界にあることを確認しているものである。 

今回の地震で実際に液状化した箇所のほとんどは、液状化強度推定式の上側に位置しており、

換算 N 値に応じて地震時せん断応力比が大きくなる傾向を示し、現行の液状化判定法で使われて

いる液状化強度推定式と整合していた。 

また、液状化した箇所はほぼ地震時せん断応力比 0.2 より大きな範囲に分布している。東京湾

岸の埋立地や比較的軟弱な地域についても幅広く液状化判定を実施したものの、地震時せん断応

力比 0.2 以下となる点が少なかったことが原因かもしれない。 

一方で，推定式より上に液状化しなかった箇所が多数存在する。液状化という現象は発生して

いたかもしれないが、噴砂・噴水や被害という形で現れなかった可能性はあるものの、合理化の

余地が大きいことを示唆するものである。ただし、現在の液状化判定法においても、細粒分によ

り補正を掛けるため、液状化強度推定式との距離がそのまま合理化の余地を表すものではない。 
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8. 液状化の有無と造成年代 

 

地盤の造成年代と液状化判定結果との関係を分析することを目的に、 液状化の有無で区分し、

地盤の造成年代別に換算 N 値と地震時せん断応力比 L との関係図を作成した。 

なお、換算 N 値と地震時せん断応力比 L との関係図の作成にあたっては、表-4.3に示す不明の

28 箇所を除いた 168 箇所を「全データ」、「古い埋立地（昭和以外）＋自然地盤」、「自然地盤」の

3 つに区分した。ここで、「全データ」とは、新しい埋立地（昭和）、古い埋立地（昭和以外）、自

然地盤の全てを含めたものである。 

 検討結果は図-8.1に示すとおりである。「全データ」では換算 N 値が 10～20 の範囲において液

状化強度推定式に沿う位置に点が 2 つ存在し、地震時せん断応力比が 0.2～0.3 に液状化した箇所

のデータ（図中に赤い丸で囲んだ範囲）が多く存在する。一方、「古い埋立地（昭和以外）＋自然

地盤」では、ほとんど無くなる。さらに、自然地盤だけになると、液状化した箇所が少なくなり

信頼性に劣るものの、液状化した箇所の下限は、道路橋示方書の推定式を地震時せん断応力比 0.2

程度を上方向にスライドさせた位置となり、新しい埋立地に比べ液状化しにくいことは明らかで

ある。 

 上記のとおり、古い地盤が，造成年代の新しい地盤より液状化しにくい傾向は確認されたが，

現在の液状化判定法では、地盤の造成・堆積年代の違いを考慮することができていないことから、

今後、年代の影響を液状化判定法にどのように取り入れるべきかについて、検討する必要がある。 
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9. 液状化の有無と継続時間 

 

地震動の継続時間の影響を検証することを目的に、今回の地震と継続時間の短い千葉県東方沖

地震（1987 年 12 月 17 日）の液状化に対する影響を比較整理した。図-9.1 は小見川出張所の地

震計による加速度波形を比較したものであり、最大加速度はほぼ同じ 200gal であるが、継続時間

は大幅に異なることが分かる。また、図-9.2に加速度応答スペクトルを示す。0.8 秒以上で大き

な差がある。 
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図-9.1 液状化判定を実施した箇所の液状化の有無と造成年代の分布 
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図-9.2 小見川出張所における観測記録の加速度応答スペクトル 
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10. まとめ、今後の課題 

 

本研究では、東北地方太平洋沖地震における長い継続時間を有する地震動に対する現行の

液状化判定法の適用性を検証することを目的として、関東地方の 196 箇所において、既存ボ

ーリングデータを収集し、液状化判定を実施した。これは、土木研究所が検討会議に提供し

た検討結果を基に、さらなるデータの追加・再整理を行った結果である。 

本研究により得られた知見および今後の課題をまとめると、次のとおりである。 

 

・液状化判定の結果、実際に液状化したにもかかわらず FLが 1 より大きい箇所（見逃し）は近傍

で液状化した箇所 1 箇所のみであった。これより、平成 14 年の道路橋示方書に規定されていた

液状化判定法を直ちに見直すことの必要性は低いことが、改めて確認された。このことは同時

に、従来の手法が踏襲された平成 24 年の道路橋示方書の液状化判定法についても、その妥当性

が検証されたことを意味する。 

・実際に液状化は確認されていないにもかかわらず FLが 1 以下となる箇所（空振り）は多数存在

し、継続時間の長い今回の地震に関しても地表面加速度を元に水平震度を設定すれば、安全側

の判定結果を与えることが分かった。 

・実際に液状化は確認されていないにもかかわらず FLが 1 以下となる箇所（空振り）が多かった

原因として、造成年代の影響、細粒分の影響、地下水位の影響などが考えられる。 

・ただし、既存ボーリングデータでは、各土層の物理特性（粒度、密度、コンシステンシー）が

不明なものも少なからず存在し、そのような場合は、ボーリング時の観察に基づく土質分類の

名称から推定した概略値を使用せざるを得なかった。より精度の高い検証を行うためには、各

土層の物理試験データを充実させる必要がある。 

・PLについて整理した結果、液状化の有無と PL は概ね整合する結果が得られた。 

・換算 N 値と地震時最大せん断応力比の関係を整理した結果、現行液状化判定法の細粒分に関す

る補正と概ね整合する結果が得られたが、合理化の余地がある。 

・液状化の有無と造成年代の関係を整理した結果、造成年代の古い地盤ほど液状化しにくいこと

が分かった。今後、造成年代の影響を液状化判定法にどのように取り入れるべきかについて検

討する必要がある。 

・地震動の継続時間の影響について検討するために、千葉県東方沖地震と比較した。その結果、

継続時間の影響は確認できなかった。千葉県東方沖地震と東北地方太平洋沖地震で液状化の状

況に大きな差（千葉県東方沖地震は部分的、東北地方太平洋沖地震は面的広範囲）があるが、

今回の整理ではその差をうまく表現できていないと考えられる。 

・今回整理できなかった項目も含め、合理化に向けた取り組みが必要である。特に既設構造物の

液状化に対する評価や，比較的延長が長く対策コストがかかる土工構造物，ライフライン等の



27 
 

対策においては重要な課題である。 
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